
(証券コード8783)

平成27年６月11日

株 主 各 位

東 京 都 港 区 南 青 山 二 丁 目 ２ 番 1 5 号

Ｇ Ｆ Ａ 株 式 会 社
代表取締役 松 浦 一 博

第14回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第14回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、お手数ながら同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）
午後５時（営業時間の終了時）までに到着するようご返送くださいますようお願
い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区北青山二丁目８番44号

ＴＥＰＩＡ　４階会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 　第14期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項
議 案 取締役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類及び事業報告、計算書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.gfa.co.jp）に掲載させ
ていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済政策の継続や日本銀

行による追加金融緩和を背景に、株価の上昇や円安傾向が一段と進み、輸

出企業を中心として、企業収益や雇用環境の改善等が見られるなど、国内

景気は全体として緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、消費税

率の引き上げに伴う消費マインドの低下や、円安による原材料・エネルギ

ー価格の上昇、さらには海外景気の下振れ懸念等の不安要素もあり、依然

として先行きは不透明な状況が続いております。不動産市場においては、

消費税増税の反動減の長期化や、建築コストの高止まり等の懸念材料が見

られますが、地価上昇への期待や政策支援による低金利の継続等により、

不動産取引が拡大するなど、比較的安定した状態で推移しました。

　このような環境のもと、当社は、事業領域の拡大ならびに収益源の多様

化を図るため、不動産売買・運用を中心とした不動産投資業務の強化・拡

充に努めてまいりました。かかる取り組みの一環として、リフォーム等の

付加価値を高めて販売することを目的として中古区分マンションを取得・

販売したほか、収益不動産に対する投資として都心駅前立地の商業ビルを

取得し運用収益の向上に努めました。また、不動産投資業務を推進してい

くうえで資金効率を高めるため、物件取得資金として金融機関からの借入

を行いました。アドバイザリー業務につきましては、収益不動産を中心に

不動産仲介業務に努めたほか、企業の資金調達に関する助言業務等の案件

獲得に努め、収益向上に取り組んでまいりました。不動産担保ローン業務

につきましては、中古区分マンションや戸建住宅等の居住用不動産の売買

を手掛ける不動産事業会社の資金調達ニーズの捕捉に努め、貸出残高の伸

長及び業務収益の獲得に努めました。ヘルスケア（医療・介護）事業分野

におきましては、ファイナンシャル・アドバイザリー事業強化・拡充の観

点から、医療・介護事業会社の資金調達案件等の獲得に努めるとともに、
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新規事業展開及び事業参画機会の捕捉に努めました。

　以上の結果、当事業年度における営業収益は108,453千円（前事業年度比

17.5％減）、営業損失は48,365千円（前事業年度は営業利益20,805千円）、

経常損失は48,930千円（前事業年度は経常利益6,406千円）、当期純損失は

49,220千円（前事業年度は当期純利益1,805千円）となりました。

②　設備投資の状況

　該当事項はありません。

③　資金調達の状況

　金融機関より販売用不動産の購入資金として、85,000千円の調達を行い

ました。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度及び当期の財産及び損益の状況

区分
第11期

(自平成23年４月１日
至平成24年３月31日)

第12期

(自平成24年４月１日
至平成25年３月31日)

第13期

(自平成25年４月１日
至平成26年３月31日)

第14期
(当事業年度)

(自平成26年４月１日
至平成27年３月31日)

営 業 収 益 102,931千円 51,335千円 131,427千円 108,453千円

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）

△79,314千円 △85,269千円 6,406千円 △48,930千円

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）

△89,416千円 △85,559千円 1,805千円 △49,220千円

１ 株 当 た り 当 期 純 利
益又は当期純損失（△）

△59.43円 △47.02円 0.86円 △18.90円

総 資 産 601,396千円 580,398千円 807,167千円 830,395千円

純 資 産 589,952千円 572,448千円 784,221千円 734,971千円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 392.13円 304.41円 301.10円 282.19円

（注１）１株当たり当期純利益又は当期純損失は、期中平均株式数により算出しております。

 (注２) 当社は平成25年４月１日付で株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行ってお

ります。これにより、１株当たり当期純利益又は当期純損失及び１株当たり純資産額は、

当該株式分割の影響を加味し、遡及修正数値を記載しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　①　親会社との関係

　　　該当事項はありません。

　②　重要な子会社の状況

　　　該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

　当社の対処すべき課題は、各事業における収益力の強化です。

　ファイナンシャル・アドバイザリー事業における収益力の強化は、一番の

重点課題であると認識しております。同事業におきましては、主として不動

産売買・運用を中心とする不動産投資業務の強化・拡充を推進し、ストラク

チャリング業務及びアドバイザリー業務における新たな案件及び顧客の開拓

に努めるとともに、既存事業の周辺領域として環境事業分野における投融資

業務等に取り組んでまいります。

　次に、不動産担保ローン事業におきましては、融資先である不動産事業会

社の資金需要に臨機応変に対応しながら、不動産事業会社の業況と個別案件

－ 4 －



の事業性ならびに同業他社動向等を慎重に見極めることで、業務収益の積み

上げに努めてまいります。

　さらに、ヘルスケア（医療・介護）事業におきましては、医療･介護事業会

社の資金調達案件やヘルスケア関連不動産を対象とした投資案件等に係るア

ドバイザリー業務等の案件獲得に努めるとともに、新規事業の立ち上げや既

存事業の強化拡充を企図した事業投資ならびに事業参画を進めてまいります。

(5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

　ファイナンシャル・アドバイザリー事業及び不動産担保ローン事業を主た

る事業としております。

(6) 主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在）

本社事務所　　東京都港区南青山二丁目２番15号

(7) 使用人の状況（平成27年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

3(1)名 △1(1)名 40.7歳 1.9年

（注）使用人数は就業人員数であり、パート、嘱託社員および派遣社員は（　）内に年間の平均

人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

借　入　先 借　入　額

株式会社新銀行東京 83,935千円

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成27年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 6,000,000株

(2) 発行済株式の総数 2,704,600株

(3) 株主数 800名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

吉 野 勝 秀 724,100株 27.8％

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 223,500株 8.6％

西 　 田 　 井 太 郎 130,100株 5.0％

中 谷 宅 雄 122,400株 4.7％

松 井 証 券 株 式 会 社 117,000株 4.5％

新 留 幸 二 84,000株 3.2％

宮 上 元 伸 76,000株 2.9％

松 浦 一 博 63,500株 2.4％

株 式 会 社 S B I 証 券 54,900株 2.1％

楽 天 証 券 株 式 会 社 49,100株 1.9％

 （注）１．当社は自己株式を100,097株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

　　　　　 す。

       ２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の

内容及び概要（平成27年３月31日現在）

  該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

等の内容及び概要

該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 松 浦 　 一 博
ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ事業、不動産担保ローン

事業及びヘルスケア事業担当

取 締 役 坂 爪 　 知 弘 管理部門担当

取 締 役 山 田 　 　 源  経営企画担当

取 締 役 坂 田 　 靖 志
 セブンシーズホールディングス株式会社

 社外監査役

常 勤 監 査 役 金 沢 　 　 修

監 査 役 小 谷 　 洋 三
 株式会社エム・ディー・マネジメント

 代表取締役

監 査 役 五 島 　 信 也
 株式会社ファイブ・トラスト

 代表取締役

（注）１．取締役坂田 靖志氏は、社外取締役であります。

 　　 ２．監査役金沢 修氏、小谷 洋三氏及び、五島 信也氏の３氏は、社外監査役であります。

 　　 ３．監査役金沢 修氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。

 　　 ４．当社は、取締役坂田 靖志氏、監査役金沢 修氏、監査役小谷 洋三氏、監査役五島 信

也氏の４氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。

(2) 事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏 名 退 任 日 退任事由
退任時の地位・担当及

び重要な兼職の状況

新 留 　 幸 二 平 成 2 6 年 6 月 1 2 日 　　任期満了 　　　　　取締役

(3) 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 5名 18百万円

（ う ち 社 外 取 締 役 ） (1名） （2百万円）

監 査 役 3名 5百万円

（ う ち 社 外 監 査 役 ） （3名） （5百万円）

合 計 8名 24百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

 　　 ２．取締役の報酬限度額は、平成18年６月28日開催の第５回定時株主総会において年額80

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

　　　３．監査役の報酬限度額は、平成18年６月28日開催の第５回定時株主総会において年額８

百万円以内と決議いただいております。

　　　４．上記取締役支給人員、支給額には、平成26年６月12日開催の第13回定時株主総会にお

いて任期満了により退任した取締役1名を含んでおります。
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  (4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

    　　・監査役小谷 洋三氏は、株式会社エム・ディー・マネジメントの代表取

締役を兼務しております。なお、当社は株式会社エム・ディー・マネ

ジメントとの間には特別の関係はありません。

　　　　・監査役五島 信也氏は、株式会社ファイブ・トラストの代表取締役を兼

務しております。なお、当社は株式会社ファイブ・トラストとの間に

は特別の関係はありません。

②　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

・取締役坂田 靖志氏は、セブンシーズホールディングス株式会社の社外

監査役を兼務しております。なお、当社はセブンシーズホールディン

グス株式会社との間には特別の関係はありません。

③　当事業年度における主な活動状況

　　　　イ．取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（22回開催） 監査役会（４回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率

取 締 役 坂田　靖志 22回 100％ － －

監 査 役 金沢　　修 22回 100％ 4回 100％

監 査 役 小谷　洋三 22回 100％ 4回 100％

監 査 役 五島　信也 21回 95％ 4回 100％

　　　　ロ．取締役会及び監査役会における発言状況

・取締役坂田 靖志氏は、公認会計士としての専門的見地から、主に会

計・税務に関し意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・

適正性を確保するための助言・提言を行っております。

・監査役金沢 修氏は、公認会計士としての専門的見地から、主に会

計・税務に関し意見を述べるなど、取締役会及び監査役会の意思決

定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

・監査役小谷 洋三氏は、金融業界における専門的見地から、取締役会

及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・

提言を行っております。

・監査役五島 信也氏は、金融業界における専門的見地から、取締役会

及び監査役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・

提言を行っております。
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　　④　責任限定契約の内容の概要

　　　　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基

づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。

 　　　 当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度

額としております。

５．会計監査人の状況

(1)　名称　監査法人アヴァンティア

(2)　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 5,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

5,000千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

(3)　非監査業務の内容

　　 該当事項はありません。

(4)　会計監査人の解任または不再任の決定方針（平成27年３月31日現在）

　   取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会

の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目

的とすることといたします。

　   監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。

(5)  責任限定契約の内容の概要

　   該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備についての決定

内容の概要は以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　当社は社内規程に基づき、業務を複数の部署及び個別業務に区分し、

各部署に担当取締役を配置し担当取締役が使用人の職務執行を監督し、

最終的に全ての業務を代表取締役が管掌する体制とすることにより、職

務執行の適正性を確保する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の意思決定または取締役に対する報告については、取締役会規

程等の社内規程の定めに従い、取締役会議事録等を作成し適切に保存及

び管理を行う。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　取締役会等の社内会議の場等を通じ、適時適切に会社運営上のリスク

を把握しリスクに対する対応方針の検討を行う。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　定時取締役会を毎月１回、臨時取締役会を必要に応じ随時開催し、適

時適切に業務に係る情報を把握し、機動的な意思決定を図る。

⑤　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査

役と協議のうえ監査役補助担当者を選任する。
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⑥　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役補助担当者の任免等については、監査役の事前の同意を得るか

もしくは意見を求めるものとする。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

　取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生したとき

や取締役または使用人による違法または不正な行為を発見したときは、

遅滞なく監査役に報告する。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、会計監査人及び内部監査担当者と定期的に情報交換を行い、

効果的な監査業務の遂行に努める。また、監査役は代表取締役と定期的

に意見交換を行い、会社運営に対する理解を深めると同時に健全な経営

に資するための助言・勧告等を行う。
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

【流  動  資  産】

現 金 及 び 預 金

営 業 貸 付 金

営 業 未 収 入 金

販 売 用 不 動 産

有 価 証 券

前 払 費 用

そ の 他

【固 定  資  産】

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

804,472

214,691

202,100

1,028

180,414

201,031

2,139

3,067

25,923

3,301

2,968

333

203

88

114

22,417

20,000

2,417

【流 動  負  債】 12,669

未 払 金 6,682

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

4,260

未 払 法 人 税 等 570

預 り 金 468

そ の 他 686

【固 定  負  債】 82,755

長 期 借 入 金 79,675

そ の 他 3,080

負 債 合 計 95,424

（ 純 資 産 の 部 ）

【株 主  資  本】 734,971

資 本 金 452,697

資 本 剰 余 金 487,497

資 本 準 備 金 487,497

利 益 剰 余 金 △180,442

そ の 他 利 益 剰 余 金 △180,442

繰 越 利 益 剰 余 金 △180,442

自 己 株 式 △24,780

純 資 産 合 計 734,971

資 産 合 計 830,395 負 債 純 資 産 合 計 830,395

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益

業 務 収 益 108,453 108,453

営 業 原 価

業 務 原 価 49,324 49,324

営 業 総 利 益 59,128

営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 107,494 107,494

営 業 損 失 48,365

営 業 外 収 益

受 取 利 息 106 106

営 業 外 費 用

支 払 利 息 668

雑 損 失 2 670

経 常 損 失 48,930

税 引 前 当 期 純 損 失 48,930

法人税、住民税及び事業税 290 290

当 期 純 損 失 49,220

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計

当期首残高      452,697      487,497      487,497

当期変動額

当期純損失

自己株式の取得

当期変動額合計      －      －      －

当期末残高      452,697      487,497      487,497

株主資本

純資産合計

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高  △131,222  △131,222   △24,751    784,221    784,221

当期変動額

当期純損失   △49,220   △49,220   △49,220   △49,220

自己株式の取得       △29       △29       △29

当期変動額合計   △49,220   △49,220       △29   △49,249   △49,249

当期末残高  △180,442  △180,442   △24,780    734,971    734,971

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券

 　　　 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　販売用不動産及び仕掛販売用不動産

 　　　 時価のないもの

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

  ①有形固定資産

　　主として定率法によっておりますが、一部については、定額法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　    建物　　　　   ３～22年

      工具、器具及び備品   ３～８年

  ②無形固定資産

    定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に

基づいております。

(4) その他

 　　 消費税等の会計処理

　　　　税抜方式によっております。

２. 会計方針の変更に関する注記

　 該当事項はありません。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保資産及び担保付債務

①担保に供している資産 販売用不動産 180,414千円

②担保付債務 １年内返済予定の長期借入金 4,260千円

長期借入金 79,675千円

計 83,935千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,035千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当 事 業 年 度 期 首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 2,704,600株 －株 －株 2,704,600株

(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類 当 事 業 年 度 期 首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 100,048株 49株 －株 100,097株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

　①配当金支払額等

　　該当事項はありません。

　②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

　　該当事項はありません。

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　①金融商品に対する取組方針

　　当社は、営業活動上必要な資金を金融機関からの借入により調達しております。余剰資金

の運用については、主に流動性の高い預金等となります。

　　また、投資の判断については、「プリンシパル投資基準」に基づき、安全性や収益性を考

慮し、行います。

　②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　営業貸付金及び営業未収入金については事業活動から生じた営業債権であり顧客の信用リ

スクが存在します。当該リスクに関しては、取引先相手毎の支払期日や債権残高を管理して

おります。また、ファイナンシャル・アドバイザリー事業部門及び不動産担保ローン事業部

門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、経理部門との情報共有化を図りながら

財務状況等の悪化による貸倒リスクの低減に努めています。

　　有価証券及び投資有価証券は主に業務上の関係を有する株式等であり、発行体の信用リス

クが存在します。当該リスクに関しては、定期的に発行体の財務状況等を把握しております。

　　未払金については、そのほとんどが１年以内の期日となります。

　　長期借入金については、変動金利で調達しており、金利の変動リスクに晒されております

が、金利動向を随時把握し、適切に管理しております。
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　③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　時価の見積については特定のある時点で利用可能な市場情報及び当社の金融商品に関する

情報に基づいて算定しております。これらの見積は実質当社が行っており、不確実な点及び

当社の判断を含んでおります。そのため想定している前提が変わることにより、この見積時

価に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており

ません。

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

現金及び預金 214,691 214,691 －

営業貸付金 202,100 202,100 －

営業未収入金 1,028 1,028 －

有価証券及び
投資有価証券

201,031 201,031 －

　　資産計 618,851 618,851 －

未払金 6,682 6,682 －

長期借入金 83,935 83,935 －

　　負債計 90,617 90,617 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法

　　　　①現金及び預金、営業貸付金、営業未収入金、有価証券及び投資有価証券及び未払金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

　　　　②長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

　元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっております。

      ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
貸借対照表計上額

（千円）

　非上場株式 20,000

合計 20,000

　　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
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６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 　繰延税金資産

 　（流動資産）

 　　未払事業税 277千円

　　 その他 434千円

711千円

 　（固定資産）

 　　繰越欠損金 224,188千円

 　　その他 89千円

224,277千円

 　　繰延税金資産小計 224,988千円

 　評価性引当額 △224,988千円

 　　繰延税金資産合計 －千円

 　　繰延税金資産の純額 －千円

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴

い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、従来の

35.64％から、平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については

33.10％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異について

は32.34％に変更されております。なお、この税率等の変更による計算書類に与える影響はあ

りません。

７．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 282円19銭

（2）１株当たり当期純利益 △18円90銭

８．重要な後発事象に関する注記

　　　該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年５月13日

ＧＦＡ株式会社

取締役会　御中

監査法人　アヴァンティア
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小笠原　　　直 ㊞

業 務 執 行 社 員 公認会計士 入 澤 雄 太 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＧＦＡ株式
会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第14期事業年度の計
算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当
監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監
査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
  監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め、全体としての計算書類及びその
附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

－ 19 －



監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第14期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役及び会計監査人から職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じ説明を求めました。
　各監査役は監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役及び使用人等と意思疎通を図るとともに、取
締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等
を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記
載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書について検討いたしました。
　また、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表）及びその附属明細書について検討するとともに、会計監査人と面談
し意見交換を行いました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の執行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当でありまし

た。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
その構築と運用には指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人の監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

平成27年５月13日
ＧＦＡ株式会社　監査役会

社外監査役 金沢　修 ㊞

社外監査役 小谷洋三 ㊞

社外監査役 五島信也 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案　取締役１名選任の件

  本総会終結の時をもって、取締役 松浦一博氏が任期満了となります。つきまし

ては、取締役１名の選任をお願いするものであります。取締役候補者は、次のと

おりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

（ ま つ う ら 　 か ず ひ ろ ）

松 浦 一 博
(昭和45年１月９日生)

平成４年４月　株式会社日本興業銀行（現株式会社

みずほ銀行）入社

平成14年６月　当社取締役就任

平成19年５月　インリックス株式会社　取締役就任

平成19年12月　スター･マイカ株式会社入社

平成21年７月　当社入社

平成23年６月　当社取締役就任

平成24年６月　当社代表取締役就任（現任）

　　　　　　　ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ事業、不動産担保

ローン事業及びヘルスケア事業担当

63,500株

（注）候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以上
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株主総会会場ご案内図
会場　東京都港区北青山二丁目８番44号

ＴＥＰＩＡ　４階会議室

電　話　03-5474-6111

国立競技場駅

東京体育館 国立
競技場

明治記念館

明治公園明治公園
神宮外苑

日本
青年館
日本
青年館

神宮球場

秩父宮
ラグビー場

外
苑
西
通
り

外
苑
東
通
り青

山
一
丁
目
駅

外苑前

0m 700m千駄ヶ谷駅 JR中央線

信濃町駅

都営大江戸線都営大江戸線

銀座線
銀座線

ＴＥＰＩＡ

外苑前駅

3
2

1a
1b

3
2

1

1a
1b

246

○東京メトロ銀座線

「外苑前駅」３番出口より徒歩約４分

※ご注意

駐車場の準備はいたしておりませんので、車でのお越しはご遠慮くださ

いますようお願い申し上げます。



 

(証券コード 8783) 

平成 27年６月 11日 

株 主 各 位 

 

東 京 都 港 区 南 青 山 二 丁 目 ２ 番 1 5 号 

Ｇ Ｆ Ａ 株 式 会 社 

 代 表 取 締 役  松 浦  一 博 

 

 

 

招集通知記載事項の一部修正について 
 
 

当社は、｢第14回定時株主総会招集ご通知｣の記載事項に一部誤りがございましたので、お詫び申しあげ

ますとともに、下記のとおり修正内容をお知らせいたします。 

なお、修正箇所は下線を付した部分であります。 

 

 

記 
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修正箇所 【修正前】 【修正後】 

日 付 平成27年５月13日 平成27年５月15日 

 

 

以上 

 
 


